
 
 

平成 30 年 6 月 19 日 

四 国 地 方 整 備 局 

 

港湾関係災害協定団体等との意見交換会の開催 
～ 東日本大震災当時の釜石港湾事務所長から講演頂きます ～ 

 

四国地方整備局は、大規模災害発生時に港湾施設の応急復旧や航路啓開作業の応急対策を効

果的に行えるよう課題の抽出や改善策について検討するため、6 月 22 日に港湾関係災害協定団

体等の参加のもと「第 3 回 港湾関係災害協定団体等との意見交換会」を開催します。 

今回は、東日本大震災当時、東北地方整備局 釜石港湾事務所長として港湾施設の応急対策や

復旧・復興に向けて最前線で指揮をとられ、ご活躍された 村上 明宏 氏に当時の経験談をご講

演頂きます。 

また、講演後には四国地方整備局から昨年度策定した緊急確保航路等航路啓開計画や今年度

の訓練予定等について情報提供を行います。 
 

１．日時･場所 

日 時 ： 平成 30 年 6 月 22 日（金） 

15 時 00 分～17 時 15 分 

場 所 ： 高松サンポート合同庁舎 

南館 1 階 101 大会議室 
 

２．概 要 

講 演 ：「東日本大震災を振り返って（仮）」 

元 ：東北地方整備局 釜石港湾事務所長  村上 明宏 氏 

（現在：一般社団法人日本埋立浚渫協会東北支部） 

情報提供等（別紙 1 議事次第参照） 
 

３．参加予定者 

【港湾関係災害協定団体（包括協定団体）】 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県、坂出市、新居浜港務局、今治市、八幡浜市、 

一般社団法人日本埋立浚渫協会四国支部、四国港湾空港建設協会連合会、 

一般社団法人日本海上起重技術協会四国支部、全国浚渫業協会関西支部、 

一般社団法人日本潜水協会、一般社団法人海洋調査協会、 

一般社団法人港湾技術コンサルタンツ協会、四国地方整備局 

【その他協力団体】 

一般財団法人港湾空港総合技術センター、四国地方防災エキスパート(港湾･空港) 
 

４．取材要領 

・会場の都合上、報道関係者のみの公開とします。 

・傍聴を希望する報道関係者は、6 月 21 日（木）17 時 00 分までに事前に別紙 2 の取

材申込書を提出して下さい。また、当日 14 時 50 分までに会場にお越し下さい。 

・傍聴者の数によっては、お席を用意できない場合もありますので予めご了承下さい。 

 

【問い合せ先】◎主な問い合せ先 

                      四国地方整備局 港湾空港部 

                      港湾空港防災・危機管理課長  森  和彦 

                               課長補佐 ◎杉本 弘悦 

                      TEL 087－811－8333（直通） 

 

港湾関係災害協定団体（包括協定団体）： 
大規模災害発生時に港湾施設の応急復旧や
航路啓開作業を効果的に行えるよう平成 27
年 11 月 5 日に「災害発生時における緊急
的な応急対策業務に関する包括的協定」を
締結した民間団体（各協会）、港湾管理者
及び四国地方整備局 



別紙 1 

 

第３回 港湾関係災害協定団体等との意見交換会 

議事次第 
 

 

日 時：平成 30 年 6 月 22 日（金） 

15:00～17:15 

場 所：高松サンポート合同庁舎 

南館 1階 101 大会議室 

 

１．開 会 

 

２．開会挨拶  四国地方整備局 次長 池田 直太 

 

３．講 演  「東日本大震災を振り返って（仮）」 

講演者 元 ：東北地方整備局 釜石港湾事務所長 村上 明宏 氏 

現在：（一社）日本埋立浚渫協会東北支部 

 

質 疑 等 

 

（休  憩） 

 

４．情報提供 

（１）緊急確保航路等航路啓開計画（平成 30 年 3 月 30 日 四国地方整備局策定）について 

（２）四国の港湾における地震・津波対策検討会議等の今年度の予定（案）について 

（３）港湾法の改正（平成 29 年 7 月 8 日施行）について 

 

質 疑 等 

 

５．閉 会 



別紙２

四国地方整備局
港湾空港防災・危機管理課 宛

FAX:(087)851-8144

第３回 港湾関係災害協定団体等との意見交換会
取材申込書

貴社名

連絡先 TEL: FAX:

氏 名

６月２１日（木）１７時までに
FAX送信をお願い致します


